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In order to perform management of fishery resource of whelks in the sea area near Oki 

Island, the current situation for fishery and catch trends were investigated in order to 

undertake an analysis of the whelk trap fishery. As the result, since the 1980s the stock 

condition of this species has been crawling sideward at a low level, and recently fishery 

activities have been performed centering on medium and small size shells. As the catches, 

fishing was accomplished of 2-9 year old shells, with 32% of the entire catch comprising 

immature shells. Compared with when the fishery was started, this resource has declined 

greatly in terms of resource levels, and a fishery management will be necessary to utilize 

the resource effectively in the future. As a strategy of management, the protection of 

small size shells by enlarging the mesh size of the trap net and the establishment of fish 

price measures by standardizing brands were proposed.

エ ッチ ュウバイBuccinumstriatissimumは,日

本海 の水深200～500m1)の 砂泥底 に生息 す る水産業上

の重要 な魚種で あ り,島 根 県で は年 間600ト ン前後が

漁獲 されてい る。

本県では,1970年 にばいか ご漁業が知事許可漁業 と

して隠岐郡内の各地区で開始 され た。その後着業数 は

増加 し,1974年 には30隻 まで増加 したが,現 在 では西

郷漁業協 同組合(以 下,西 郷漁協 とす る)所 属の4隻

のみが操 業を行 ってい る。隠岐島周辺で操業 している

西郷漁協所属 ばいか ご漁業の近年の漁獲量,水 揚 げ金

額 を見 ると,総 漁獲量 は410ト ン前後,総 水揚 げ金額

は3.6億 円前後で推移 して いる。西郷 漁協 所属 ばいか

ご漁業 における本県総漁業生産 に占め る割合 は漁獲 量

では0.2%と わずかで あるが,水 揚 げ金額 では1.3%と

比較 的高 く,小 規模漁業であ りなが ら生産性が高い漁

業で ある と言 える。

本県で は西郷 漁協の ほか,石 見地区において も小型

底びき網漁業が休漁する6～8月 にばいかご漁業が営ま

れてお り,石 見地区では1997年 に本種を県知事TAC指

定魚種に指定 し,漁 業管理を行いながら資源の有効利

用 を図っている。しかし隠岐地区では,こ れまで本格

的な調査は行われておらず,資 源解析の基本 となる殻

長組成,年 齢組成など不明な点が多い。また,漁 業関

係者からは漁獲物の小型化,資 源の先細 りを懸念する

声があり,本種の資源管理の必要性が求められている。

ここでは,本 研究に基づいて隠岐地区ばいかご漁業に

おける漁業実態,本 種の資源動向を明 らかにす るどと

もに,漁 業管理方策の提言を行 う。

資料と方法

解析 に用 いた資料 は,西 郷漁協 のばいか ご漁業 にお

け る1977年 ～1999年 の漁獲統計資料 および本県漁獲管

理 シス テムによ り集 計 された1998年 ～1999年 の月別 魚



種別漁獲統計資料であ る。ただ し,1977年 ～1988年 の

本種 の漁獲統計は資料不備のため,こ の間の漁獲 量は

現在1箱10㎏ 入 りで出荷 してい るこ とか ら西郷漁協 漁

獲統 計資料 の本種 の水揚 げ箱数 に10㎏ を乗 じた もの,

また水揚金額 は1989～1998年 の総水揚 げ金額 に占め る

本種 の水揚 げ金額の割合(O.87)を 乗 じたもの とした。

漁場 につ いては,各 漁業者 に漁場 図入 り野帳 を配布

し,漁 具投入時に操業位置の記入 を依頼 した。

また買 い取 り調査 は1997年7月 ～1999年11月 の問 に

計22回 行 い,漁 獲物 の殻長,蓋 長径,体 重 を銘柄別 に

測定 し,銘 柄別漁獲箱数の計数 を行 い,調 査 当日の出

荷物 の殻長組成 を推定 した。

結 果

漁獲動 向 ばいか ご漁業 における主漁獲物 はエ ッチ

ュウバイで あるが,こ の他 にエゾボ ラモ ドキ,ッ バ イ,

ミズダ コ,ズ ワイガニが混獲 物 として漁獲 され る。現

在,使 用 されてい る漁具 は,円 錐台形 のか ごで あ り,

か ご上面 に1個,側 面 に相対す る2個 の入 り口をつけた

ものが使用 され,か ご網 目合 は10節 で ある(図1)。 こ

れ らのか ごは全船 同じ規格で あ り,各 船8連,1連 当た

り170～180個 のか ごを使用 して いる。

図2に ばいか ご漁業 にお け るエ ッチ ュウバ イの年間

漁獲 量お よび1航 海当 り漁獲 量(以 下,CPUEと いう)

の経年変動 を示 した。本種 の漁獲量 は,漁 業開始後10

年 間は変 動が大 き く,1977年 か ら1980年 にかけて は,

新規着業船参入 による航海数増加 に伴 ない,漁 獲努力

量が高 くな り漁獲量 も急増 した。 その後,1985年 にか

けて漁獲量 は急激 に減 少 し,1985年 に は1980年 の約

1/3に まで落 ち込 んだ。 またCPUEは 最初 の数年間は総

航海数 が2.5倍 に増加 したに もかか わ らず1.9ト ン前後

で推移 したが,総 航海 数が 安定 し始 めた1980年 か ら

1985年 にか けてCPUEは 激減 し,1980年 には2.1ト ンで



あ った のが,1985年 に は0.6ト ンまで落 ち込んだ。 そ

の後,漁 獲量,CPUEと もに増 ・減変動は見 られ るが,

長 期的 には漁獲 量 は350ト ン前後,CPUEは0.8ト ン前

後 で推移 して いた。 しか し,最 近 は漁獲 量,CPUEと

もに漸増傾向 を示 してい る。

銘柄 別漁獲動向 図3に 着業船別 銘柄 別殻長 の比較

を示 した。西郷漁協 におけるエ ッチュウバイの銘柄 は

「大」,「 小」,「豆」 の3銘 柄であ り,選 別作業は船 上で

手作業 によ り行われてい る。各銘柄 の平均殻長 は,銘

柄 「大」が殻長110㎜ 前後,銘 柄 「小 」が殻長95mm前

後 であったが,銘 柄 「豆」の場合,船 による大 きさの

違 いが 見 られ,A,D船 で は殻長75㎜ 前後,B,C船

で は殻 長80㎜ 前後で あった。 また船 に よっては銘柄

「小 」が銘柄 「大」や 「豆」 に選 別 されて いる場合 も

あ り,さ らに銘柄 「豆」で は分散が大 きい傾 向が見 ら

れた。

次 にエ ッチ ュウバ イの銘柄別漁獲割合の経年変化 を

図4に 示 した。銘柄 「大」 は1977年 には全体の80%を

占めて いたが,そ の割 合 は年 々減 少 し,1986年 には

50%を 割 り込み,最 近年 は20%前 後 で推移 して いる。

銘柄 「小 」は,銘 柄 「豆」が規格 区分 され るまでは増

加傾 向にあった。 しか し,1980年 に3段 階 に選別 され

るようにな るとその割合 は一時的 に減少 したが,そ の

後,徐 々 に増加 し,近 年,急 激 に漁獲割合が増加 した。

また,銘 柄 「豆」 は韓 国船が 銘柄 「豆」 サ イズの小

型貝 を出荷 し始 めてか ら西郷 漁協 で も取 り扱 い を始

めた2)と い う経緯が あ り,1980年 に規格 区分 された銘

柄で ある。銘柄 「豆」の割合 は,1980年 代 と1990年 代



の中頃に増加 し,1996年 には46%ま で達 した。しか し,

この年を最高 に近年 は減少傾向にあ る。

以上の ことか ら,西 郷漁協所属ばいか ご漁業 では漁

業開始期 には大型貝 を中心 に漁獲 していたが,大 型貝

の漁獲割合 は年々減少 し,最 近で は中 ・小型貝 を中心

に漁獲 してい る現状が明 らか にな った。

価格動向 図5に エ ッチュウバイの1隻 当た り水揚 げ

金額 と1㎏当 り平均価格の経年変化 を示 した。1隻 当た

り水揚 げ金額は1977年 か ら1987年 にかけて年変動が大

きいが,長 期 的に は5.5千 万 円前後で推移 した。 その

後,1990年 にか けて水揚 げ金額 は急増 し,1990年 には

過 去最高 の9.5千 万円 となった。 しか し,こ の年 を境

に水揚 げ金額 は減少傾 向 に転 じ,1999年 に は7.6千 万

円まで減少 した。

一方
,1㎏ 当 り平均価格 は1977年 か ら1980年 にかけ

て の漁獲 量増加期には,平 均価格 の変化 は見 られなか

ったが,そ の後の漁獲量減少期 には,平 均価 格 は平成

景気の影 響を受 け急激 に上昇 し,1985年 には1980年 の

約2倍,1991年 には初 めて1,000円 台 を越 えた。しか し,

1991年 を境に平均価格 は下落傾 向に転 じ,1994年 には

1,000円/㎏ 台を割 り込んだ。1995年 に一時 的に回復 し

たが,そ れ以後 も平均価格 の下落 は続 き,1999年 には

800円/㎏ 台 を割 り込 み,1980年 代後半の水準に まで落

ち込んだ。

次に表1に エ ッチ ュウバ イの銘柄別1㎏ 当 り平均価格

を示 した。 銘柄 「大 」 は常 に高値 で推 移 して お り,

1989年 以降,平 均価格 は上昇 し,最 高 時には1,559円

まで達 したが,最 近 は下降傾 向 にあ る。 一方,銘 柄

「豆」 は1990年 代前半 には1 ,000円 以上の高値 で推移 し

たが,1994年 を境 に急激 に下が り,1990年 代後半 には

800円 前後 で推移 してい る。銘柄 「小 」 は他 の銘柄 に

比べ,変 動が小さいが,他 の銘柄よりも安値で取 り引

きされている。また,銘 柄 「小」は 「大」 と同様な変

動を示しており,1995～1996年 にかけて平均価格は増

加したが,そ の後は下降傾向を示した。

漁 場 西郷漁協ばいかご船は,隠 岐海峡を除 く隠

岐島周辺の水深190～500mま での広い範囲を漁場 とし

て利用 してお り,東 側の漁場 は鳥取県沖にまで及ぶ

(図6)。 この海域は鳥取,兵 庫県の沖合底びき網漁業,

また日韓新漁業協定発効以前は韓国ばいかご漁業も漁

場 として利用 していたため,こ れ らの漁船 との漁場競

合が見 られ,ま た韓国漁船の無秩序操業が問題 となっ

ていた2)。

標本船野帳調査より、隠岐北方海域は各着業船が利

用する主要な漁場であるが,そ の他の海域では各着業

船が漁場競合することな く別々に利用 しており,着 業

船 ごとに漁場の使い分けを行っている傾向が示唆され

た。さらに同一船でも季節 ごとに漁場を移動しながら



操業 を行 って お り,自 主的に漁場管理 を行 ってい る と

考 えられた。 また聞き取 り調査 によると大型貝 は天然

礁 や人 工礁周辺 に多 く,小 型貝 は泥場 に多 い傾向 にあ

る とされてお り,こ のことか ら広範 にわたる漁場のな

かで も特 に大型貝を狙 うため,天 然礁,人 工礁周辺 に

漁場 が形成 されている と推測 された。

漁獲 物組成 図7-1,2に 買 い取 り調査 よ り推定 した

調査 当 日の漁獲物 殻長組成 を示 した。漁獲 されたエ ッ

チ ュウバイの大 きさは殻長33.6㎜ ～138.7mmと 広範 に

わ た り,主 な漁獲 モー ドは殻長60～80mm,殻 長90～

110mmに 見 られた。漁獲物の殻長組成 は各着業船 お よ

び同一船 でも季節的な変化が大 きいが,分 布型 として

は二峰型を示す ものが ほとん どであった。 そ して二峰

型で も航海 によ り大型貝 に偏 る時,小 型貝 に偏 る時,

またはほぼ同じ割合で漁獲 され る時の3タ イ プが あ っ

た。 また,1航 海 当 りの漁獲個数 は5,804～20,639個

(平均12,839個)で あ り,航 海 ごとに漁獲量 に差 が見

られた。標本船野 帳によると,漁 獲物 の殻長組成 は操

業位置 に より異なってお り,海 底地形,底 質 な どの違

いに よ り生息す る貝の大 きさ,分 布 密度 に違 いが ある

ので はないか と考 え られた。

隠岐島周辺海域 におけるエ ッチ ュウバイ資源の動 向

は,漁 業 開始 期か ら1980年 代前半 にか けて,漁 獲量,

CPUEと も急激 に減少 して い るこ とか ら,本 資源が10

年余 りで大 き く減 少 した と推測 され る。着業数(4隻)

と総航海数(450回 前後)が 安定 した1980年 代後半以

降,本 種 の資源水 準 はCPUEの 動 向か ら判 断す る と低

水準 なが らも長 期的には横這 い傾 向で推移 し,近 年 は

漸増傾 向に ある と推察 され る。 さ らに最 近5年 間 の銘

柄別漁獲 割合 の動向は,銘 柄 「大」 は比較 的安定 して

いるが,銘 柄 「小」は増加,銘 柄 「豆」 は減少 し,そ

の割 合 が逆 転 してい る。 つ ま り,近 年,銘 柄 「小」

「豆 」の変動傾 向か ら小 ・中型貝 の割 合が増加 してお

り,卓 越年級群 の発生の可能性が考 えられ る。しか し,

近年 のCPUEの 増加 が卓越年級 群 に よ り増加 した もの

か,ま た は漁場 拡大 に よ り増加 した ものなのか,そ れ

を判断す るための資料 が不十分 であるため,今 回はそ

の要因 を明 らかにす るこ とはで きなか った。

ところで 田中3)は 新 しい資源開発 を行った場合,一

般 的 に最初資源 は急速 に減 少 し,CPUEの 減少お よび

魚体 の小型化が見 られ るが,こ れ は漁獲 の影響 による

もので ある。 そして開発初期 の減少 は漁業 が拡大 して

か ら安 定の時期 に入 るにつ れて次 第 に収 ま り,CPUE

の低下や魚体 の小型化 も停止す るはずで ある と述べて



図7-1ば いかご漁業における調査当日のエッチュウバイ漁獲物の殻長組成



図7-2ぼ いかご漁業における調査当日のエッチュウバイ漁獲物の殻長組成



い る。本種 でも漁業が開始 されてか らの10年 間 は

CPUEの 減少,漁 獲物の小型化 といった現象が見 られ,

その後,CPUEは 安定 したが,漁 獲物 に占める小型貝

の割合は依然増加傾向にある。 しかし,田 中3)は上述

の中でさらにCPUEの 低下や魚体の小型化が停止する

時期は漁獲努力量が安定状態になって以後,資 源に加

入 した年級群が漁獲物の大部分を占めるようになる時

期であると指摘 している。隠岐島周辺海域での漁獲動

向な どから判断すれば本資源は既に安定状態にあ り,

中 ・小型貝の漁獲圧が高い状態にあると推測される。

また,ば いかご漁業における最近の漁獲サイズは殻長

50㎜ 以上であり,主 に殻長60～110mmが 多 く漁獲 され

ている。村山 ・由木4)は,こ のサイズの漁獲物は3～9

歳貝が中心で,一 部若齢貝も漁獲されているとし,さ

らに為石 ・村山5)はGSIの 変化 より本種の成熟サイズ

を殻長80㎜ 以上 と推定している。最近の漁獲物組成は,

殻長80mm未 満の未成貝が全体の32%を 占め,本 種の再

生産を考慮すれば未成貝に対する漁獲圧が高 く,こ の

サイズの漁獲 を未然に防 ぐ必要があると考えられる。

したがって隠岐島周辺海域における本資源の有効かつ

恒久的な利用を図るために取 り組む管理方策は,漁 具

の網目制限,漁 獲物の殻長制限による小型貝保護,漁

獲努力量制限,漁 獲量制限が考えられる。 しかし,漁

獲努力量制限や漁獲量制限は漁家経営に与える影響が

大きいため,漁 業者に受け入れられ難い。一方,小 型

貝保護は早急に取 り組みやすいため漁業者に受け入れ

られ易 く,さ らに船上選別作業時に商品価値のない小

型貝の放流は既に行われている。

現在,隠 岐地区ではかご網 目合10節(内 径33.7mm)

の網地を使用 している。安達 ・清川6)が求めた本種の

網 目選択性曲線より目合10節 における50%選 択殻長を

推定 したところ殻長32.8mmと なる。現在使用している

目合10節 であれば,相 当量の小型貝が漁獲されるはず

であるが,海 上で小型貝を放流しているため市場に水

揚げされる殻長50㎜ 以下の貝はわずかであった。しか

し,殻 長50㎜以下の小型貝は2歳以下であ り,資 源の有

効利用を考えれぼ,船 上か らの放流ではな く,未 然に

漁獲を防ぐ方が資源に与える悪影響は少な く,生 残率

が高 くなるのではないか と推察され る。 また,平 石7)

によるとかご底面網地の選択性は揚かごによりかごが

海底面 を離れた時か ら選択過程が開始 され ることか

ら,か ご網 目合拡大 は小型 貝保護 には有効で ある と考

え られ る。

現在使用 して い るか ご網 目合10節 を9節 目合(内 径

37.9mm)に 拡 大 した場 合,50%選 択殻 長 は37.6㎜,8

節 目合(内 径43.3㎜)に 拡大 した場合,50%選 択殻長

は46.1mmと な る。 さらに 目合 を拡 大 した場合 に漁獲物

が どの程度減少するか推定 するため,網 目選択 陸曲線6)

よ り,目 合9お よび8節 の選択性曲線 を推定 し,殻 長組

成 に網 目選択率 を乗 じるこ とによ り,そ れ ぞれの 目合

におけ る漁獲個 数 を求 めた。 その結果,1航 海 当 り漁

獲個数 は 目合9節 では2.0%,目 合8節 で は7.3%の 減少

が推定 され,特 に目合8節 に拡 大 した場 合,殻 長45mm

以下で50%以 上,殻 長55mm以 下 で30%以 上の減少が

推定 され た。 これ を1航 海 当 り水揚 げ箱 数 に換算 す る

と,目 合9節 で は1.2箱,目 合8節 では4.4箱 水揚 げが減

少す ることにな り,ほ とん どが銘柄 「豆」に該当す る。

また水揚 げ箱数 の減少 を基 に,1航 海 当 りの水揚 げ金

額 を算定 した ところ,目 合9節 で は9,077円,目 合8節

で は34,407円 の減 少 と推定 された。 さ らに,年 間航海

数 を450航 海 とし,年 間水揚 げ金額 の減少 を算定 した

ところ目合9節 では409万 円,目 合8節 では1,548万 円 と

な り,8節 に拡大 した場合,漁 家経営 に与 える影響が

か な り大 きい と推察 された。

網 目拡大については,既 にTAC管 理 に取 り組 んでい

る石見地 区において も問題 とな り,現 在,目 合9節 の

網地 を使用 してい る。石見地区で は従来 目合10節 の網

地 を使用 して いたが,小 型貝が大量 に漁獲 された こと

か ら目合8節 に拡大す る取 り決めが なされた。 しか し,

網 目拡大 によ り価格 の高 い2～3歳 貝 の漁獲 減 を招 き,

水揚 げ金額が減 少 し,経 営状 態 を悪化 させたため,9

節 に縮小 した とい う経 緯 が あ る8)。石見 地 区の場合,

小型貝が高値で取引 されて いるの に対 し,西 郷 漁協の

主要出荷先で ある金沢市で は慶事 にバイ を用 い る習慣

が あ り,特 に大型貝 は珍重 され,高 値で取引 されてい

る*。 つ ま り,隠 岐地 区での価格形成 は石見地 区 とは

異 な り,目 合拡大 によ り小型貝が減少 して も,出 荷 ・

選別方法の改 良,特 に銘柄 の大 きさ,入 れ 目の統一 を

行 えば,平 均 単価 の上昇 によ り水揚 げ金額の減少を抑

制す る可能性 があ るので はないか と推察 され る。現在

の銘柄 は船上で 「大」,「小」,「豆」の3段 階 に選別さ

れて はい るが,漁 協 として銘柄 区分 の規格化はなされ



ていない。そのため,同 銘柄でも船により大きさが異

な り,ま た同一船においても航海ごとに大 きさが異な

るといったことが見 られた。特に大きさの違いは水揚

げ金額に反映し,同 銘柄でも小型のものは安値取引と

な り,収 入に大きな影響が出て くる。銘柄の規格化を

行 う場合,現 状の船上選別から帰港後の陸上選別に転

換 という課題があるが,こ れにより銘柄の細分化が可

能 となり,各 銘柄の大きさ,入 れ目が統一される。さ

らに細分化されることにより出荷箱数の増加,平 均価

格の上昇が想定され,水 揚げ金額が増加する可能性も

ある。つまり,網 目拡大による水揚げ金額の減少を抑

制 しようとするならば,出 荷方法の見直しを最優先課

題 として取 り組む必要がある。

最後に隠岐島周辺のエ ッチュウバイ資源の有効かつ

恒久的な利用を目指すために,① かご網目合拡大によ

る小型貝保護,② 銘柄規格化による魚価対策を漁業管

理方策 として提案する。網目拡大は一斉に更新を行 う

と漁具費が係るため,順 次入れ替えとなるが,今 後は

更新計画を立て,取 り組んでい くべきである。 また,

銘柄規格化に当っては操業形態,出 荷体制の見直しを

図る必要があるが,魚 価安状態である現在の流通状況

を考慮すれば,早 急に取 り組むべき課題であると考え

る。ただし,漁 業管理を行 う場合,漁 業者だけでな く,

漁協,行 政機関の協力も必要であ り,官 民一体 となる

ことにより一層有効なものになると考えられる。




